
豊後大野市（一般市）

３実施方法について

実施方法 直営

事業費 2,976千円（平成30年度）

理由
（直営）

学習支援員は、学習指導、支援、相談等経験者を嘱託職員として
雇用しており、庁内関係部署との連携が図りやすい。

事業概要 ○支援対象者は生活困窮世帯の小・中学生。
○学習支援員1名を配置し、保護者の同意を得た上で、支援対象
者である子どもに学習支援を行う。
○支援は公募による有償の学習ボランティアが行う。傷害保険は
市で加入。平成30年度は7名のボランティアが登録され、2名が
支援に携わった。
○学習支援員は学校などと連携し、支援対象者の状況の把握に努
め、学習ボランティアに対し支援に必要な情報を提供している。
○学習支援は、支援対象者の家庭または各町の公民館会議室など
を活用し、週1～2回行っている。豊後大野市は面積が広く、交通
網も整備されておらず、寺子屋方式で学習支援を行うことは困難
であるため、支援対象者単位で学習ボランティアが訪問する形を
とっている。

課題・
対応

○支援を必要とする世帯があっても、保護者の理解を得ることが
難しく、支援に繋がらないことが多い。

その他
特記事項

○事業の実施にあたり、支援調整会議の中でも対象世帯に関する
情報共有を行っている。
○事業の説明の際には、「生活困窮」という名称をできるだけ使
わないようにし、対象者が参加しやすくなるよう配慮している。

４事業実績（H30年度）

５事業実施のポイント ～学校や関係機関との連携づくり～

１市の概要 ２支援状況調査（H30年度）

人口

保護率

人

％

34,620

1.57

６取り組んで良かったこと

○家庭生活の影響で学習習慣が形成されていなかった支援対象者が、
定期的に参加することで、少しずつ学習する習慣が定着してきた。
○保護者から学習指導や進路についての相談を受けることもあり、対
象世帯の意識も変わってきている。

●学習支援員は支援対象者が置かれ
ている状況の把握に努めるとともに、
学校・家庭・庁内関係部署と連携を図
り、効果的に学習ボランティアが取り
組めるように情報提供を行っている。
●生活困窮者自立相談支援事業・家
計改善支援事業とも連携し、声かけを
行っている。
●不登校傾向のある支援対象者もあ
り、学習ボランティアは基礎学力の向
上に重点的に取り組むようにしている。

新規相談受付件数人口１０万人当た
り(件）

17.8
一月当たり

子どもの学習・生活支援事業

プラン作成件数人口１０万人当たり
(人） 一月当たり

1.2

事業のお知らせは、相談窓口などで
対象となる世帯にのみ配布している。

就労・増収率(％）

就労支援対象者数人口１０万人当た
り(件） 一月当たり

0.2

実利用者数

生活困窮 4人（小学生1人、中学生3人）

生活保護 1人（中学生1人）

Point
○学習支援員が中心となって家庭・学校や関係諸機関の連携を
図り、支援対象者が学習意欲を持って成長できるような環境づ
くりを目指している。

300.0


